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政治資金監査の方法の変更に係る研修テキストの改定新旧対照表 
旧 新 改定の概要 

 

 
 

２．個別監査指針 

 

（１）法第１９条の１３第２項第１号に掲げる事項 

 

一 会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かつた支出の明細書等及び振込

明細書が保存されていること。 

 

11. 保存対象となる会計帳簿等の関係書類について、これらの保存対象書類の一覧表の

作成を会計責任者に求め、一覧表と保存対象書類の現物とを照合すること。 

                                     

                     

            

                                

               

                    

 

保存対象書類の一覧表 

保存対象書類の一覧表の例は、以下のとおりである。 

保存対象書類一覧表 

 

当団体が保存すべき政治資金監査対象年に係る会計帳簿等の関係書類は、以下のとおりで

ある。 

 

・ 会計帳簿 ３冊（①１月～４月分 ②５月～８月分 ③９月～１２月分） 

・ 明細書綴り １冊 

・ 領収書等綴り ３冊（①１月～４月分 ②５月～８月分 ③９月～１２月分） 

※振込明細書及び振込明細書に係る支出目的書を含む。 

・ 領収書等を徴し難かった支出の明細書 １通 

 

平成×年×月×日 

○○○○（国会議員関係政治団体名） 

会計責任者   ○○ ○○ 

 
 

 

Ⅴ．政治資金監査指針② 個別監査指針 

 

１．法第１９条の１３第２項第１号に掲げる事項 

 

一 会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かつた支出の明細書等及び振込 

明細書が保存されていること。 

 

1. 保存対象となる会計帳簿等の関係書類について、これらの保存対象書類の一覧表の

作成を会計責任者に求め、一覧表と保存対象書類の現物とを照合すること。 

なお、一覧表の様式は特に定まっていないが、一覧表に記載することが想定される

事項としては以下のものが考えられること。 

・ 一覧表を作成した日付 

・ 一覧表を作成した国会議員関係政治団体の名称と会計責任者の氏名 

・ 保存対象書類の名称及び冊数 

保存対象書類の一覧表の例は、以下のとおりである。 

 

保存対象書類一覧表 

 

当団体が保存すべき政治資金監査対象年に係る会計帳簿等の関係書類は、

以下のとおりである。 

 

・ 会計帳簿 ３冊（①１月～４月分 ②５月～８月分 ③９月～１２月分） 

・ 補助簿 １冊（使用した場合に記載すること。） 

・ 日計表 １冊（使用した場合に記載すること。） 

・ 明細書綴り １冊 

・ 領収書等綴り ３冊（①１月～４月分 ②５月～８月分 ③９月～１２

月分） 

※振込明細書及び振込明細書に係る支出目的書を含む。 

・ 領収書等を徴し難かった支出の明細書 １通 

 

平成×年×月×日 

○○○○（国会議員関係政治団体名） 

会計責任者   ○○ ○○ 
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12. なお、保存されているかどうかの確認を行う対象となる会計帳簿等の関係書類は、

政治資金監査対象年に係る会計帳簿等の関係書類であり、政治資金監査対象年の過去

３年に係る会計帳簿等の関係書類ではないことに留意すること。 

 

会計帳簿等の保存期間 

【参照条文】 

                     

（会計帳簿等の保存） 

第１６条 政治団体の会計責任者（政治団体が次条第１項の規定に該当する場合にあつては、

当該政治団体の会計責任者であつた者。次項において同じ。）は、会計帳簿、明細書、領収書

等及び振込明細書                   を、第２０条第１項の規定によ

りこれらに係る報告書の要旨が公表された日から３年を経過する日まで保存しなければなら

ない。 

２ （略） 

 

（２）法第１９条の１３第２項第２号に掲げる事項 

 

二 会計帳簿には当該国会議員関係政治団体に係るその年における支出の状況が記載

されており、かつ、当該国会議員関係政治団体の会計責任者が当該会計帳簿を備え

ていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. なお、会計帳簿等の関係書類については３年間保存しなければならないが、政治資

金監査においては、その対象となる年に係るものが保存されていることを確認すれば

足りることに留意する                こと。 

 

会計帳簿等の保存期間 

【参照条文】 

法第１９条の１１による読替後の法第１６条 

（会計帳簿等の保存） 

第１６条 政治団体の会計責任者（政治団体が次条第１項の規定に該当する場合にあつては、

当該政治団体の会計責任者であつた者。次項において同じ。）は、会計帳簿、明細書、領収書

等、振込明細書及び領収書等を徴し難かつた支出の明細書等を、第２０条第１項の規定によ

りこれらに係る報告書の要旨が公表された日から３年を経過する日まで保存しなければなら

ない。 

２ （略） 

 

２．法第１９条の１３第２項第２号に掲げる事項 

 

二 会計帳簿には当該国会議員関係政治団体に係るその年における支出の状況が記載 

されており、かつ、当該国会議員関係政治団体の会計責任者が当該会計帳簿を備え 

ていること。 
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Ⅲ．領収書等の確認に当たっての留意事項 

 

１． 領収書等の記載事項の確認 

 

1. 国会議員関係政治団体の会計責任者は、当該国会議員関係政治団体のすべての支出

について、                     当該支出の目的、金額及び

年月日を記載した領収書その他の支出を証すべき書面（以下「領収書等」という。）

を徴さなければならない（法第１１条第１項・第１９条の９）。したがって、政治資

金規正法上、領収書等には、支出の「目的」、「金額」及び「年月日」の３事項が記載

されていることが必要であるので、領収書等にこれらの事項が記載されているかを確

認すること。 

 

（場所の移動） 

 

（場所の移動） 

 

 

 

2. 一般的な領収書等において、「目的」とは「但し、○○代として」など何に支出さ

れたかが分かるような記載をいい、通常、摘要といわれるものである。また、「金額」

とは当該支出の金額を、「年月日」とは当該支出の日付をいうものであること。 

 

3. 領収書等        の３事項に欠ける領収書等があった場合には、その旨を

指摘するとともに、会計責任者等において領収書等の発行者に対し記載の追加や再発

行を要請するなど、３事項を具備した領収書等を備えるよう求めること。 

 

4. なお、金融機関が作成した振込明細書は、金融機関が政治団体から委任を受けて一

定金額を受け取ったことを証する書面にすぎず、また、領収書等の３事項のうち、一

般的に「支出の目的」が記載されていないことから、支出を受けた者からの領収書等

には該当しない。したがって、振込明細書に係る支出目的書とともに振込明細書を確

認する必要がある                             こ

と。 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 
 

（場所の移動） 

 

3. 国会議員関係政治団体の会計責任者は、当該国会議員関係政治団体のすべての支出

について、会計帳簿に必要記載事項を記載するとともに、当該支出の目的、金額及び

年月日を記載した領収書その他の支出を証すべき書面              

を徴さなければならない（法第１１条第１項・第１９条の９）。政治資金監査におい

ては、会計帳簿とすべての領収書等とを突合し、領収書等の必要記載事項（支出の目

的、金額及び年月日）と会計帳簿の記載事項とが整合的であるかどうかを確認するこ

ととなる 。 

 

（１）領収書等の記載事項の確認 

 

4.       政治資金規正法上、領収書等には、支出の「目的」、「金額」及び「年

月日」の３事項が記載されていることが必要であるので、領収書等にこれらの事項が

記載されているかを確認すること。 

 

5. 一般的な領収書等において、「目的」とは「但し、○○代として」など何に支出さ

れたかが分かるような記載をいい、通常、摘要といわれるものである。また、「金額」

とは当該支出の金額を、「年月日」とは当該支出の日付をいうものであること。 

 

6. 支出の目的、金額及び年月日の３事項に欠ける領収書等があった場合には、その旨

を指摘する                                  

                              こと。 

 

7. なお、金融機関が作成した振込明細書は、金融機関が政治団体から委任を受けて一

定金額を受け取ったことを証する書面にすぎ                  

                 ないことから、支出を受けた者からの領収書等

には該当しない。ただし、国会議員関係政治団体は振込明細書に係る支出目的書を作

成することで、領収書等を徴し難かった支出の明細書の作成に代えることができるこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

論点(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

論点(1) 
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振込明細書がある    場合 

振込明細書がある場合には、当該支出の目的を記載する書面として、          

                     領収書等を徴し難かった支出の明細書、振込明

細書に係る支出目的書のいずれを作成してもよい                     

      こととされているので、登録政治資金監査人は、いずれかにより確認すること。

なお、国会議員関係政治団体は、いずれを作成した場合でも、収支報告書に併せて振込明細

書の写しを提出する必要がある。 

 

（追加） 

 

 

 

 

 
 
２．   領収書等のあて名等の確認 

 

（１）あて名の確認 

 

5. 政治資金規正法上、領収書等のあて名は記載事項とされていないが、収支報告書と

併せて写しが提出される１件あたりの金額が１万円を超える支出（人件費以外の経費

の支出に限る。）に係る領収書等（以下「高額領収書等」という。）については、あて

名に当該国会議員関係政治団体の名称が記載されているかを確認すること。 

 

  領収書等のあて名の確認 

政治資金規正法上、領収書等には、支出の目的、金額及び年月日の３事項の記載を必要とし

ており、あて名の記載は求められていない。しかしながら、①国会議員関係政治団体において、

あて名を備えた領収書等の徴収が徹底されれば、法改正の契機ともなった一連の領収書問題の

防止効果が期待できること、また、②あて名について確認しないとした場合に、国会議員関係

政治団体あてに発行されたものとは社会通念上考えられないような領収書等を見逃していると

いうことになれば、政治資金監査の信頼性が確保できないこと等から、  領収書等のあて名

についても併せて確認することとする。 

 

6. あて名のない  領収書等及びあて名が「上様」の  領収書等については、当該

国会議員関係政治団体に対して発行されたものとして取り扱うことができるもので

あるが、今後、当該国会議員関係政治団体の名称を発行者において記載してもらうよ

う助言すること。 

 

 

 

振込の方法により支出をした場合 

振込の方法により支出した場合、支出の相手方から領収書等が発行されないときは、領収書

等を徴し難かった事情に該当することから、領収書等を徴し難かった支出の明細書を作成する

か、金融機関が作成した振込明細書を保存し、振込明細書に係る支出目的書を作成するかのい

ずれかを行うこととされている                           。

                                         

                  

 

8. 領収書等が存在せず、振込明細書が存在する支出について、当該振込明細書に係る

支出目的書が作成されていない場合には、その旨を指摘し、振込明細書に係る支出目

的書の作成を求めること。 

なお、当該支出について、領収書等を徴し難かった支出の明細書が作成されている

場合は、この取扱いの対象とはならない。 

 

（２）高額領収書等のあて名等の確認 

 

（削除） 

 

9. 政治資金規正法上、領収書等のあて名は記載事項とされていないが、収支報告書と

併せて写しが提出される１件あたりの金額が１万円を超える支出（人件費以外の経費

の支出に限る。）に係る領収書等（以下「高額領収書等」という。）については、あて

名に当該国会議員関係政治団体の名称が記載されているかを確認すること。 

 

高額領収書等のあて名の確認 

政治資金規正法上、領収書等には、支出の目的、金額及び年月日の３事項の記載を必要とし

ており、あて名の記載は求められていない。しかしながら、①国会議員関係政治団体において、

あて名を備えた領収書等の徴収が徹底されれば、法改正の契機ともなった一連の領収書問題の

防止効果が期待できること、また、②あて名について確認しないとした場合に、国会議員関係

政治団体あてに発行されたものとは社会通念上考えられないような領収書等を見逃していると

いうことになれば、政治資金監査の信頼性が確保できないこと等から、高額領収書等のあて名

についても併せて確認することとする。 

 

10. あて名のない高額領収書等及びあて名が「上様」の高額領収書等については、当該

国会議員関係政治団体に対して発行されたものとして取り扱うことができるもので

あるが、今後、当該国会議員関係政治団体の名称を発行者において記載してもらうよ

う助言すること。 

 

 

 

 

 

 

 

論点(1) 

 

 

 
 

論点(1) 
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あて名のない領収書等及びあて名が「上様」の領収書等 

政治資金規正法上、領収書等のあて名の記載が求められていない中で、あて名の記載不備を

理由に領収書等として認めないという取扱いとすることは適当ではないため、あて名のないも

のや「上様」と記載されたものについては、当該国会議員関係政治団体に対して発行されたも

のとして認めた上で、今後、当該国会議員関係政治団体の名称を発行者において記載してもら

うよう助言すること する。 

 

7.   領収書等のあて名が、国会議員関係政治団体の正式名称ではなく、「○○事務

所」のように国会議員の氏名を用いたものについては、当該国会議員関係政治団体に

対して発行されたものとして取り扱うことができるものであること。 

 

8. 高額領収書等のあて名に当該国会議員関係政治団体に対して発行されたことが推

認されない名称が記載されているものについては、会計責任者等に対するヒアリング

において、これらの領収書等が当該国会議員関係政治団体あてに発行された領収書等

であることの確認を会計責任者等に求めること。 

 

9. 通常、政党以外の政治団体は法人格がないため、当該政治団体の名において契約す

ることができない場合があり、そのような契約に係る支出の領収書等は、あて名に国

会議員関係政治団体の正式名称と異なる名称が記載されていても、やむを得ないもの

であること。 

 

当該政治団体の名において契約することができない場合 

あて名に国会議員関係政治団体の正式名称と異なる名称が記載されていても、やむを得ない

ものの例としては、以下のものが考えられる。 

・ 不動産や自動車の所有等の登記を要する契約に係るもの 

・ 携帯電話等について個人が契約者となっているもの 

 

（２）訂正等の確認 

 

10. 高額領収書等のうちに以下のような領収書等がある場合には、当該領収書等が真正

なものであることを会計責任者等に確認すること。 

（例） 

・ 明らかに記載が訂正又は消去された痕跡のある領収書等がある場合 

・ 同一振出人で、数種類の様式の領収書等がある場合 

・ 一般の大法人が発行する領収書等で、市販されている領収書等を使用している場

合 

・ 住所の記載が曖昧（番地まで記載されていないもの等）である場合 

 

あて名のない高額領収書等及びあて名が「上様」の高額領収書等 

政治資金規正法上、領収書等のあて名の記載が求められていない中で、あて名の記載不備を

理由に領収書等として認めないという取扱いとすることは適当ではないため、あて名のないも

のや「上様」と記載されたものについては、当該国会議員関係政治団体に対して発行されたも

のとして認めた上で、今後、当該国会議員関係政治団体の名称を発行者において記載してもら

うよう助言することとする。 

 

11. 高額領収書等のあて名が、国会議員関係政治団体の正式名称ではなく、「○○事務

所」のように国会議員の氏名を用いたものについては、当該国会議員関係政治団体に

対して発行されたものとして取り扱うことができるものであること。 

 

12. 高額領収書等のあて名に当該国会議員関係政治団体に対して発行されたことが推

認されない名称が記載されているものについては、会計責任者等に対するヒアリング

において、これらの領収書等が当該国会議員関係政治団体あてに発行された領収書等

であることの確認を会計責任者等に求めること。 

 

13. 通常、政党以外の政治団体は法人格がないため、当該政治団体の名において契約が

なされていない 場合があり、そのような契約に係る支出の領収書等は、あて名に国

会議員関係政治団体の正式名称と異なる名称が記載されていても、やむを得ないもの

であること。 

 

当該政治団体の名において契約がなされていない 場合 

あて名に国会議員関係政治団体の正式名称と異なる名称が記載されていても、やむを得ない

ものの例としては、以下のものが考えられる。 

・ 不動産登記や自動車の登録等 を要する契約に係るもの 

・ 携帯電話等について個人が契約者となっているもの 

 

（削除） 

 

14. 高額領収書等のうち、以下のような領収書等がある場合には、当該領収書等が真正

なものであることを会計責任者等に確認すること。 

（例） 

・ 明らかに記載が訂正又は消去された痕跡のある領収書等がある場合 

・ 同一振出人で、数種類の様式の領収書等がある場合 

・ 一般の大法人が発行する領収書等で、市販されている領収書等を使用している場

合 

・ 住所の記載が曖昧（番地まで記載されていないもの等）である場合 
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（p.45 より移動） 

 

 

 

 
 

「一般の大法人」とは 

一般の大法人とは、資本金や出資金の額にかかわらず、全国的又は当該地域において一般に

広く知られた法人をいうものであり、このような法人が自前の領収書等を使用せず、市販の領

収書等を使用することは通常考えがたいものであること。 

 

（追加） 

 

13. 国会議員関係政治団体の会計責任者は、会計帳簿を備え、これにすべての支出並び

に支出を受けた者の氏名及び住所並びにその支出の目的、金額及び年月日を記載しな

ければならないこととされている（法第９条第１項）。 

 

14. 会計帳簿とすべての領収書等                      と

を突合し、領収書等 の必要記載事項（支出の目的、金額及び年月日）と会計帳簿の

記載事項とが整合的であるかどうかを確認するとともに、会計帳簿に必要記載事項が

記載されているかどうかを確認すること。 

 

15. なお、会計帳簿の必要記載事項の確認に当たっては、必要に応じて、補助簿、日計

表の類を含めて確認すること。 

 

「会計帳簿の必要記載事項」とは 

会計帳簿の必要記載事項とは、国会議員関係政治団体に係るその年におけるすべての支出（当

該政治団体のためにその代表者又は会計責任者と意思を通じてされた支出を含む。）並びに支出

を受けた者の氏名及び住所（支出を受けた者が団体である場合には、その名称及び主たる事務

所の所在地）並びにその支出の目的、金額及び年月日をいう。 

 

【参照条文】 

（会計帳簿の備付け及び記載） 

第９条 政治団体の会計責任者（会計責任者に事故があり、又は会計責任者が欠けた場合にあ

つては、その職務を行うべき者。第１５条を除き、以下同じ。）（会計帳簿の記載に係る部分

に限り、会計責任者の職務を補佐する者を含む。）は、会計帳簿を備え、これに当該政治団体

に係る次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 （略） 

 

領収書への印紙の貼付漏れについて 

領収書等の記載事項を確認する中で、添付が義務付けられている印紙の貼付漏れを発見した

場合は、今後、受け取り金額が３万円以上の領収書を受け取る際には、印紙の貼付の有無を確

認するよう指摘することも想定される。 

 

「一般の大法人」とは 

一般の大法人とは、資本金や出資金の額にかかわらず、全国的又は当該地域において一般に

広く知られた法人をいうものであり、このような法人が自前の領収書等を使用せず、市販の領

収書等を使用することは通常考えがたいものであること。 

 
 
（３）会計帳簿の必要記載事項の確認 

 

16. 国会議員関係政治団体の会計責任者は、会計帳簿を備え、これにすべての支出並び

に支出を受けた者の氏名及び住所並びにその支出の目的、金額及び年月日を記載しな

ければならないこととされている（法第９条第１項）。 

 

17. 会計帳簿とすべての領収書等又は振込明細書及び振込明細書に係る支出目的書と

を突合し、これらの書面の必要記載事項（支出の目的、金額及び年月日）と会計帳簿

の記載事項とが整合的であるかどうかを確認するとともに、会計帳簿に必要記載事項

が記載されているかどうかを確認すること。 

 

（場所の移動） 

 

 

「会計帳簿の必要記載事項」とは 

会計帳簿の必要記載事項とは、国会議員関係政治団体に係るその年におけるすべての支出（当

該政治団体のためにその代表者又は会計責任者と意思を通じてされた支出を含む。）並びに支出

を受けた者の氏名及び住所（支出を受けた者が団体である場合には、その名称及び主たる事務

所の所在地）並びにその支出の目的、金額及び年月日をいう。 

 

【参照条文】 

（会計帳簿の備付け及び記載） 

第９条 政治団体の会計責任者（会計責任者に事故があり、又は会計責任者が欠けた場合にあ

つては、その職務を行うべき者。第１５条を除き、以下同じ。）（会計帳簿の記載に係る部分

に限り、会計責任者の職務を補佐する者を含む。）は、会計帳簿を備え、これに当該政治団体

に係る次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 （略） 
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二 すべての支出（当該政治団体のためにその代表者又は会計責任者と意思を通じてされた

支出を含む。以下この条、第１２条、第１７条、第１９条の１１、第１９条の１３及び第

１９条の１６において同じ。）並びに支出を受けた者の氏名及び住所（支出を受けた者が団

体である場合には、その名称及び主たる事務所の所在地。次条第１項及び第１２条第１項

第２号において同じ。）並びにその支出の目的、金額及び年月日 

三 （略） 

２ （略） 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

会計帳簿の種類、様式及び記載要領 

会計帳簿の種類、様式及び記載要領は、総務省令で定めるとされており（法第９条第２項）、

省令において、補助簿、日計表の類を使用することも認められている。 

 

【参照条文】 

（会計帳簿の備付け及び記載） 

第９条 （略） 

２ 前項の会計帳簿の種類、様式及び記載要領は、総務省令で定める。 

 

政治資金規正法施行規則（抄） 

２ 支出簿 

(1) 支出簿には、この様式に定める区分に従い、すべての支出（当該政治団体のためにその

代表者又は会計責任者と意思を通じてされた支出を含む。）を記載すること。なお、適宜、

分冊して作成し、又は、補助簿、日計表の類を使用してもさしつかえないこと。 

 

 

二 すべての支出（当該政治団体のためにその代表者又は会計責任者と意思を通じてされた

支出を含む。以下この条、第１２条、第１７条、第１９条の１１、第１９条の１３及び第

１９条の１６において同じ。）並びに支出を受けた者の氏名及び住所（支出を受けた者が団

体である場合には、その名称及び主たる事務所の所在地。次条第１項及び第１２条第１項

第２号において同じ。）並びにその支出の目的、金額及び年月日 

三 （略） 

２ （略） 

 

18. 支出の目的が記載されていないなど、領収書等の３事項に欠ける領収書に係る支出

については、当該領収書等に記載された発行者情報と当該支出に係る会計帳簿の記載

事項が整合的であるかどうかを確認すること。 

また、領収書等の３事項に欠ける領収書等に係る支出について、当該支出の内容を

示す請求書等の書類（以下「領収書等に係る請求書等」という。）が会計責任者等か

ら示された場合には、当該領収書等の記載事項と領収書等に係る請求書等の記載事項

とを併せて、当該支出に係る会計帳簿の記載事項と整合的であるかどうかを確認する

こと。 

 

当該領収書等に係る支出の内容を示す請求書等の書類 

領収書等に記載された支出に係る請求書、納品書、見積書、利用代金明細書、クレジットカ

ードの月次利用明細書等、一般的な商慣習上、領収書等に記載された支出に関して発行される

書面をいう。これらの書面は、支出を証していないことから、政治資金規正法上の領収書等に

は該当しないが、領収書等の３事項に欠ける領収書等と併せて、支出の状況について確認する

ことができる。 

なお、領収書等の３事項に欠ける領収書等と当該領収書に係る請求書等を併せて確認し、会

計帳簿の記載事項と整合的であると判断される場合とは、支出の目的、金額及び年月日の３事

項のうち当該領収書等に記載されていない事項について、領収書等に係る請求書等から確認で

きる場合を指し、具体的には以下のような場合が考えられる。 

・領収書等の但し書き欄に何も記載されていないが、当該支出に係る請求書に「○○代」と

の記載がある場合 

・領収書等には支出の年月日のうち年が記載されていないが、当該支出に係る納品書に支出

の年が記載されている場合 

 

（場所の移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

論点(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

論点(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

- 8 - 
 

資料Ａ（別紙） 

委 員 限 り

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

16. 領収書等の徴収漏れ又は亡失により、領収書等がなく、また、領収書等を徴し難か

った支出の明細書にも記載され  ない支出（人件費以外の経費の支出に限る。）に

ついては、これらの支出の一覧表（以下「領収書等亡失等一覧表」という。）の提出

を会計責任者に求めること。 

 

 

 

 

 

 

政治資金監査において会計帳簿に記載された支出（人件費を除く。）と突合を行

う書面 

（１）当該支出に領収書等を徴し難い事情がない場合 
→ 「領収書等」及び「領収書等に係る請求書等」 
○領収書等とは 

当該支出の目的、金額及び年月日を記載した領収書その他の支出を証すべき書面をいう。

国会議員関係政治団体の会計責任者は、当該国会議員関係政治団体のすべての支出につ

いて、領収書等を徴さなければならない。 
 
（２）当該支出に領収書等を徴し難い事情がある場合 
①振込の方法による支出以外の場合 → 「領収書等を徴し難かった支出の明細書」 
○領収書等を徴し難かった支出の明細書とは 

領収書等を徴し難い事情があった旨並びに当該支出目的、金額及び年月日を記載した

書面をいう。 
国会議員関係政治団体の会計責任者は、当該国会議員関係政治団体が行った支出のう

ち領収書等を徴し難い事情があったものについては、その明細書を作成しなければなら

ない。 
②振込の方法による支出である場合 
→ 「領収書等を徴し難かった支出の明細書」又は「振込明細書及び振込明細書に係る支

出目的書」のいずれか 
○振込明細書とは 

金融機関が作成した振込みの明細書であって当該支出の金額及び年月日を記載したも

のをいう。 
○振込明細書に係る支出目的書とは 

振込明細書に併せて提出すべき、当該振込明細書の支出の目的を記載した書面をいう。

国会議員関係政治団体の会計責任者は、振込の方法により支出した場合、支出の相手

方から領収書等が発行されないときは、領収書等を徴し難かった事情に該当することか

ら、領収書等を徴し難かった支出の明細書を作成するか、振込明細書を保存し、振込明

細書に係る支出目的書を作成するかのいずれかを行わなければならない。 

 

（場所の移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

論点(1) 
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領収書等亡失等一覧表の位置付け 

                                          

                                       
  領収書等亡失等一覧表は、会計責任者が作成したものを登録政治資金監査人に提出し、

政治資金監査報告書の別添として、政治資金監査報告書の一部を構成するものとなる。したが

って、領収書等亡失等一覧表も閲覧又は写しの交付の請求の対象となるものである。 

 

【参照条文】 

（収支報告書等の保存及び閲覧等） 

第２０条の２ （略） 

２ 何人も、前条第１項の規定により報告書の要旨が公表された日から３年間、総務大臣の場

合にあつては総務省令の定めるところにより、都道府県の選挙管理委員会の場合にあつては

当該選挙管理委員会の定めるところにより、当該報告書、第１４条第１項の規定による書面

又は政治資金監査報告書の閲覧又は写しの交付を請求することができる。 

３ （略） 

 

17. 人件費については、領収書等                       

             又は振込明細書及び振込明細書に係る支出目的書に

より、支出の状況を確認すること。また、これらの書類で支出の状況が確認できな

い場合には、賃金台帳、源泉徴収簿等により、支出の状況を確認すること。 

 

「人件費」とは 

【参照条文】 

政治資金規正法施行規則（抄） 

ア 人件費   政治団体の職員（機関紙誌の発行その他の事業に従事する者を除く。）に支払

われる給料、報酬、扶養手当・通勤手当・住居手当その他の諸手当の類及び

健康保険料・労働保険料その他の各種保険料の類をいう。 

 

「振込明細書及び振込明細書に係る支出目的書」とは 

○振込明細書とは 

金融機関が作成した振込みの明細書であって当該支出の金額及び年月日を記載したものを

いう。 

○振込明細書に係る支出目的書とは 

金融機関が作成した振込明細書は、金額及び年月日の記載はあるが、当該支出の目的が記

載されていないため、振込明細書と併せて提出する支出の目的を記載した書面をいう。 

 

【参照条文】 

（報告書の提出） 

第１２条 （略） 

 

（場所の移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20. 人件費については、領収書等（会計責任者等から領収書に係る請求書等が示された

場合には、当該書類を含む。）又は振込明細書及び振込明細書に係る支出目的書によ

り、支出の状況を確認すること。また、これらの書類で支出の状況が確認できない場

合には、賃金台帳、源泉徴収簿等により、支出の状況を確認すること。 

 

「人件費」とは 

【参照条文】 

政治資金規正法施行規則（抄） 

ア 人件費   政治団体の職員（機関紙誌の発行その他の事業に従事する者を除く。）に支払

われる給料、報酬、扶養手当・通勤手当・住居手当その他の諸手当の類及び

健康保険料・労働保険料その他の各種保険料の類をいう。 

 

（場所の移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

論点(1) 
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２ 政治団体の会計責任者は、前項の報告書を提出するときは、同項第２号に規定する経費の

支出について、総務省令で定めるところにより、領収書等の写し（当該領収書等を複写機に

より複写したものに限る。以下同じ。）（領収書等を徴し難い事情があつたときは、その旨並

びに当該支出の目的、金額及び年月日を記載した書面（第１９条の１１第１項において「領

収書等を徴し難かつた支出の明細書」という。）又は当該支出の目的を記載した書面及び振込

明細書の写し（当該振込明細書を複写機により複写したものに限る。）。以下同じ。）を併せて

提出しなければならない。 

３・４ （略） 

 

「賃金台帳、源泉徴収簿等により、支出の状況を確認する」とは 

人件費については、収支報告書への明細の記載等の対象とはされていないところではあるが、

人件費への不適切な支出の計上を防止するため、領収書等により支出の状況が確認できない場

合には、賃金台帳や源泉徴収簿等の人件費を支払う使用者が通常備えておくべき帳簿等を利用

して、支出の状況を確認することとしている。 

○賃金台帳とは 

労働基準法上、使用者に調製が義務付けられているもので、賃金計算の基礎となる事項及

び賃金の額等を記入したものをいう。 

○源泉徴収簿とは 

所得税の源泉徴収や年末調整等の事務を正確かつ能率的に行うために、一人一人の申告さ

れた扶養親族等の状況や月々の給与の金額、その給与から徴収した税額等を各個人ごとに記

録しておくために国税庁が示しているものをいう。 

 

【参照条文】 

労働基準法（昭和２２年４月７日法律第４９号） 

（賃金台帳） 

第１０８条 使用者は、各事業場ごとに賃金台帳を調製し、賃金計算の基礎となる事項及び賃

金の額その他厚生労働省令で定める事項を賃金支払の都度遅滞なく記入しなければならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政治資金監査において会計帳簿に記載された人件費と突合を行う書面 

（１）当該支出にかかる領収書等がある場合 
→ 「領収書等」及び「領収書等に係る請求書等」 

 
（２）当該支出にかかる領収書等がない場合 

①振込の方法による支出である場合 → 「振込明細書及び振込明細書に係る支出目的書」

②振込の方法による支出以外の場合（振込の方法による支出であって、振込明細書及び振込

明細書に係る支出の目的書等が存在しない場合を含む） 
→ 「賃金台帳や源泉徴収簿等の人件費を支払う使用者が通常備えておくべき帳簿等」 
○賃金台帳とは 

労働基準法上、使用者に調製が義務付けられているもので、賃金計算の基礎となる事

項及び賃金の額等を記入したものをいう。 

○源泉徴収簿とは 

所得税の源泉徴収や年末調整等の事務を正確かつ能率的に行うために、一人一人の申

告された扶養親族等の状況や月々の給与の金額、その給与から徴収した税額等を各個人

ごとに記録しておくために国税庁が示しているものをいう。 

 

【参照条文】 

労働基準法（昭和２２年    法律第４９号） 

（賃金台帳） 

第１０８条 使用者は、各事業場ごとに賃金台帳を調製し、賃金計算の基礎となる事項及び賃

金の額その他厚生労働省令で定める事項を賃金支払の都度遅滞なく記入しなければならな

い。 

 

人件費については、収支報告書への明細の記載等の対象とはされていないところではあるが、

人件費への不適切な支出の計上を防止するため、領収書等や振込明細書及び振込明細書に係る

支出目的書により支出の状況が確認できない場合には、賃金台帳や源泉徴収簿等の人件費を支

払う使用者が通常備えておくべき帳簿等を利用して、支出の状況を確認することとしている。

なお、これらの突合すべき書面がない人件費については、その件数と総額を政治資金監査報

告書に記載することとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

論点(1) 
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18. 領収書等の確認に当たっては、「政治資金監査実施要領」の「Ⅲ．領収書等の確認

に当たっての留意事項」を参考にすること。 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（場所の移動） 

 

 

（場所の移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
19. 会計帳簿が、当該国会議員関係政治団体の会計責任者の管理の下におかれているか

どうかを確認すること。 

 
 
 
 
 

 

（削除） 

 

 

21. 会計帳簿の必要記載事項に記載不備がある場合は、その旨を会計責任者に指摘す

ること。 

また、会計帳簿の支出を受けた者の住所に記載不備がある場合については、記載不

備を指摘するとともに、政治資金監査において会計帳簿と記載事項を突合した当該支

出に係る領収書等及び領収書等に係る請求書等に支出を受けた者の住所が記載され

ている場合は、当該書類によって、支出を受けた者の住所を確認すること。 

なお、領収書等及び領収書等に係る請求書等により支出を受けた者の住所を確認し

た場合であっても、会計帳簿には必要記載事項を備えておくよう、改めて指摘するこ

と。 

 

22. なお、会計帳簿の必要記載事項の確認に当たっては、必要に応じて、補助簿、日

計表の類を含めて確認すること。 

 

会計帳簿の種類、様式及び記載要領 

会計帳簿の種類、様式及び記載要領は、総務省令で定めるとされており（法第９条第２項）、

省令において、補助簿、日計表の類を使用することも認められている。 

 

【参照条文】 

（会計帳簿の備付け及び記載） 

第９条 （略） 

２ 前項の会計帳簿の種類、様式及び記載要領は、総務省令で定める。 

 

政治資金規正法施行規則（抄） 

２ 支出簿 

(1) 支出簿には、この様式に定める区分に従い、すべての支出（当該政治団体のためにその

代表者又は会計責任者と意思を通じてされた支出を含む。）を記載すること。なお、適宜、

分冊して作成し、又は、補助簿、日計表の類を使用してもさしつかえないこと。 

 

23. 会計帳簿が、当該国会議員関係政治団体の会計責任者の管理の下におかれている

かどうかを確認すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

論点(2) 
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（場所の移動） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（追加） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（４）領収書等亡失等一覧表の作成要求 

 

24. 領収書等又は振込明細書が徴収漏れ又は亡失により存在せず、また、領収書等を

徴し難かった支出の明細書にも記載されていない支出（人件費以外の経費の支出に限

る。）については、これらの支出の一覧表（以下「領収書等亡失等一覧表」という。）

の提出を会計責任者に求めること。 

 

領収書等亡失等一覧表について  

政治資金監査において突合すべき書面がない支出（人件費を除く。）については、会計責任者

に領収書等亡失等一覧表の作成を求め、登録政治資金監査人に提出させることになる。 
この領収書等亡失等一覧表は、                            

政治資金監査報告書の別添として、政治資金監査報告書の一部を構成するものであり、収支報

告書と併せて        閲覧又は写しの交付の請求の対象となるものである。 
 

【参照条文】 

（収支報告書等の保存及び閲覧等） 

第２０条の２ （略） 

２ 何人も、前条第１項の規定により報告書の要旨が公表された日から３年間、総務大臣の場

合にあつては総務省令の定めるところにより、都道府県の選挙管理委員会の場合にあつては

当該選挙管理委員会の定めるところにより、当該報告書、第１４条第１項の規定による書面

又は政治資金監査報告書の閲覧又は写しの交付を請求することができる。 

３ （略） 

 

25. 領収書等の３事項に欠ける領収書等に係る支出については、18.による確認の結果、

当該領収書等及び領収書等に係る請求書等の記載事項と、当該支出に係る会計帳簿の

記載事項の整合がとれていない場合は、書面監査により支出の状況を確認できないも

のとして、当該支出を領収書等亡失等一覧表に記載するよう会計責任者に求めるこ

と。 

なお、３事項に欠ける領収書等があった旨の指摘を受けて、会計責任者が当該領収

書等の発行者に対し記載の追加や再発行を要請するなどして、３事項が記載された領

収書等を備えた場合は、領収書等亡失等一覧表に記載するよう求める必要はない。 

 

領収書等への追記 

領収書等は支出を受けた者が発行するものであり、国会議員関係政治団体で追記することは

適当ではないこと。 
 

 

 

 

論点(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

論点(1) 
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Ⅴ．政治資金監査報告書 

 

1. 登録政治資金監査人は、政治資金監査を行ったときは、政治資金監査報告書を作成

しなければならない（法第１９条の１３第３項）。 

 

１．政治資金監査報告書の記載事項 

 

1. 政治資金監査報告書には、政治資金監査マニュアルに基づいて行った政治資金監査

の概要及び結果並びに業務制限に該当するか否かを簡潔明瞭に記載し、かつ、当該政

治資金監査報告書を作成した登録政治資金監査人本人が、作成の年月日を付して自署

し、かつ、自己の印を押すこと。 

 

2. 政治資金監査報告書の記載事項は、以下のとおりである。 

・ 表題（「政治資金監査報告書」） 

・ 日付 

・ あて先 

・ 登録政治資金監査人の氏名、登録番号及び研修の修了日 

・ 監査の概要 

・ 監査の結果 

・ 業務制限 

 

２．政治資金監査報告書作成に当たっての留意事項 

 

3. 政治資金監査報告書は、国会議員関係政治団体の会計責任者が都道府県の選挙管理

委員会又は総務大臣に収支報告書を提出するときに、併せて提出されるものであるこ

と（法第１９条の１４）。 

 

4. 都道府県の選挙管理委員会又は総務大臣に提出された政治資金監査報告書は、これ

らを受理した総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会において、当該政治資金監査報

告書に係る収支報告書の要旨が公表された日から３年を経過する日まで保存される

とともに、何人も、この期間、政治資金監査報告書の閲覧又は写しの交付を請求する

ことができるものであること（法第２０条の２第１項・第２項）。 

 

5. 政治資金監査報告書の日付は、登録政治資金監査人の責任の範囲に関わる重要事項

であり、登録政治資金監査人が自らの責任において政治資金監査が終了したと判断し

たときの日付とすべきであり、通常の場合には、書面監査及び会計責任者等に対する

ヒアリングの終了した日となること。 
 

 

Ⅶ．政治資金監査報告書 

 

1. 登録政治資金監査人は、政治資金監査を行ったときは、政治資金監査報告書を作成

しなければならない（法第１９条の１３第３項）。 

 

2. 政治資金監査報告書は、国会議員関係政治団体の会計責任者が都道府県の選挙管理

委員会又は総務大臣に収支報告書を提出するときに、併せて提出されるものであるこ

と（法第１９条の１４）。 

 

3. 都道府県の選挙管理委員会又は総務大臣に提出された政治資金監査報告書は、これ

らを受理した総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会において、当該政治資金監査報

告書に係る収支報告書の要旨が公表された日から３年を経過する日まで保存される

とともに、何人も、この期間、政治資金監査報告書の閲覧又は写しの交付を請求する

ことができるものであること（法第２０条の２第１項・第２項）。 

 

１．政治資金監査報告書の記載事項 

 

4. 政治資金監査報告書の記載事項は、以下のとおりである。 

・ 表題（「政治資金監査報告書」） 

・ 日付 

・ あて先 

・ 登録政治資金監査人の氏名、登録番号及び研修の修了日 

・ 監査の概要 

・ 監査の結果 

・ 業務制限 

 

5. 政治資金監査報告書の用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

 

6. 政治資金監査報告書の表題は、「政治資金監査報告書」とすること。 

 

7. 政治資金監査報告書の日付は、登録政治資金監査人の責任の範囲に関わる重要事項

であり、登録政治資金監査人が自らの責任において政治資金監査が終了したと判断し

たときの日付とすべきであり、通常の場合には、書面監査及び会計責任者等に対する

ヒアリングの終了した日となること。 
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6. 政治資金監査報告書のあて先は、政治資金監査を受けた国会議員関係政治団体の代

表者あてとすること。 

                                     

             

 

7. 政治資金監査報告書の監査の概要は、以下に掲げる事項を記載すること。 

・     監査の根拠規定 

・     監査の対象書類と対象期間 

・ 実施した基準 

・ 責任の所在と範囲 

 

8.     監査の根拠規定については、当該政治資金監査が「法第１９条の１３第１

項の規定に基づく」監査である旨を記載すること。 

 

9.     監査の対象書類については、    監査の対象となった収支報告書等の

           対象書類を記載すること。また、対象期間については、 

    監査の対象となった収支報告書等に係る会計の開始日と終了日を記載する

こと。 

 

10. 実施した基準については、「政治資金監査に関する具体的な指針（政治資金監査マ

ニュアル）」に基づき、政治資金監査を実施した旨を記載すること。 

 

11. 責任の所在と範囲については、国会議員関係政治団体の会計責任者と登録政治資金

監査人との関係や役割分担を明確にするため、政治資金規正法によりそれぞれが負う

責任の範囲を記載すること。 

 

12. 政治資金監査報告書の監査の結果は、政治資金監査マニュアルに基づき書面監査及

び会計責任者等に対するヒアリングを実施した結果を記載すること。 

 

13. 政治資金監査報告書の業務制限は、登録政治資金監査人が法第１９条の１３第５項

に規定する一定の関係を国会議員関係政治団体と有していないことを記載するもの

であること。また、政治資金監査の業務を補助した使用人等についても、同様の関係

を有しない場合には、その旨を記載することが望ましいものであること。 

 

 

 

 

 
 

 

8. 政治資金監査報告書のあて先は、政治資金監査を受けた国会議員関係政治団体の代

表者あてとすること。 

なお、政治資金監査報告書に記載する国会議員関係政治団体の名称は、当該団体の

正式名称を記載すること。 

 

9. 政治資金監査報告書には、政治資金監査マニュアルに基づいて行った政治資金監査

の概要及び結果並びに業務制限に該当するか否かを簡潔明瞭に記載し、かつ、当該政

治資金監査報告書を作成した登録政治資金監査人本人が、作成の年月日を付して自署

し、かつ、自己の印を押すこと。 

 

自署し、かつ、自己の印を押すこと 

登録政治資金監査人本人が自署し、かつ、自己の印を押していない政治資金監査報告書は、

再提出を求められることがあるので留意すること。 

 

10. 登録政治資金監査人の登録番号及び研修修了年月日については、登録政治資金監査

人名簿への登録番号及び政治資金適正化委員会が行う政治資金監査に関する研修の

修了年月日を記載すること。 

 

11. 政治資金監査報告書の監査の概要は、以下に掲げる事項を記載すること。 

・ 政治資金監査の根拠規定 

・ 政治資金監査の対象書類と対象期間 

・ 実施した基準 

・ 責任の所在と範囲 

 

12. 政治資金監査の根拠規定については、当該政治資金監査が「法第１９条の１３第１

項の規定に基づく」ものである旨を記載すること。 

 

13. 政治資金監査の対象書類については、政治資金監査の対象とした収支報告書及び当

該報告書に係る会計帳簿等の関係書類を記載すること。また、対象期間については、

政治資金監査の対象とした年を記載し、併せて当該年の収支報告書による報告の対象

となったすべての期間について政治資金監査を実施した旨      を記載する

こと。 

 

14. 実施した基準については、「政治資金監査に関する具体的な指針（政治資金監査マ

ニュアル）」に基づき、政治資金監査を実施した旨を記載すること。 

 

15. 責任の所在と範囲については、国会議員関係政治団体の会計責任者と登録政治資金

監査人との関係や役割分担を明確にするため、政治資金規正法によりそれぞれが負う

責任の範囲を記載すること。 
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政治資金監査報告書の「業務制限」における使用人等の取扱い 

政治資金規正法は、登録政治資金監査人本人について業務制限を設けているのみであって、

政治資金監査業務を補助する使用人等については、何ら制限を設けていないところである。 

しかしながら、政治資金監査においては、「Ⅰ．３．政治資金監査の基本的性格」にあるよう

に、外部性の確保が重要であり、使用人等についても登録政治資金監査人が業務を制限される

場合と同様の関係を有しない場合は、その旨も明らかにすることにより、政治資金監査の外部

性がより明確に示されるものであるため、これを政治資金監査報告書に記載することが望まし

いとしたものである。 

 

14. このほか、政治資金監査報告書の作成に当たっては、「政治資金監査実施要領」の

「Ⅵ．政治資金監査報告書記載要領」によること。 

 
2. 政治資金監査報告書の用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

 

3. 政治資金監査報告書の表題は、「政治資金監査報告書」とすること。 

 

4. 登録政治資金監査人の登録番号及び研修修了年月日については、登録政治資金監査

人名簿への登録番号及び政治資金適正化委員会が行う政治資金監査に関する研修の

修了年月日を記載すること。 

 

5. 監査の結果については、政治資金監査マニュアルに基づいて行った政治資金監査の

結果を、記載例に従って記載すること。 

・     監査       事項について確認できないものがない場合、記載例

（１）の例によること。 

・ 会計帳簿に記載不備がある場合、支出を受けた者の氏名及び住所並びにその支出

の目的、金額及び年月日等、記載不備がある記載事項の種類を明らかにした上、記

載例（２）の例によること。 

・ 領収書等の徴収漏れ又は亡失により支出の状況が確認できなかったもの（人件費

以外の経費の支出に限る。）がある場合、会計責任者から提出された領収書等亡失

等一覧表を添付の上、記載例（３）の例によること。 

・ このほか、会計責任者等に対するヒアリングを行った結果、なお支出の状況が確

認できなかったもの（「政治資金監査実施要領」の「Ⅳ．会計責任者等に対するヒ

アリングに当たっての留意事項」を参照のこと。）がある場合、その内容を明らか

にした上、記載例（３）の例によること。 

 

 

 

 

 

16. 政治資金監査報告書の監査の結果は、政治資金監査マニュアルに基づき書面監査及

び会計責任者等に対するヒアリングを実施した結果を記載すること。 

 

17. 監査の結果については、政治資金監査マニュアルに基づいて行った政治資金監査の

結果を、記載例に従って記載すること。 

・ 政治資金監査の対象となった事項についてすべて確認できた   場合、記載例

（１）の例によること。 

・ 会計帳簿に記載不備がある場合、支出を受けた者の氏名及び住所並びにその支出

の目的、金額及び年月日等、記載不備がある記載事項の種類を明らかにした上、記

載例（２）の例によること。 

なお、政治資金監査を行った時点では、会計帳簿の支出を受けた者の住所に記載

不備がある場合であって、当該支出に係る領収書等及び領収書等に係る請求書等に

よって当該住所を確認した場合は、政治資金監査においては、当該住所の記載不備

について政治資金監査報告書に記載することは要しないこと。 

ただし、この場合においても、国会議員関係政治団体の会計責任者は、政治資金

規正法上、会計帳簿をすべての支出を受けた者の住所を記載したものにしておかな

ければならない。 

・ 政治資金監査マニュアルに基づき会計帳簿に記載された支出と突合を行うことと

なる書面が存在しない支出がある場合、以下に掲げる区分に従い、その内容を明ら

かにした上、記載例（３）の例によること。 

① 領収書等又は振込明細書が存在せず、また、領収書等を徴し難かった支出の明

細書にも記載されず、書面監査において支出の状況が確認できなかったもの（人

件費以外の経費の支出に限る。） 会計責任者から提出された領収書等亡失等一

覧表を添付の上、（別記）（１）の例によること。 

② 領収書等又は振込明細書及び振込明細書に係る支出目的書により支出の状況

が確認できない人件費で、賃金台帳、源泉徴収簿等の人件費を確認できる書類の

存在しないもの 件数及び総額を明らかにした上、（別記）（２）の例によること。

③ 高額領収書等のあて名に当該国会議員関係政治団体に対して発行されたこと

が推認されない名称が記載されているもので、会計責任者に対するヒアリングを

行った結果、当該国会議員関係政治団体に対して発行されたとは認められないと

判断されるもの 支出の日付、支出項目の区分の分類及び金額を明らかにした上

で、（別記）（３）の例によること。 

また、上記①～③に加え、政治資金監査マニュアルに基づき会計帳簿に記載され

た支出と突合を行うこととなる書面が存在しない支出として、（別記）（１）～（３）

以外の記載が必要と判断した事項がある場合は、政治資金適正化委員会に照会する

こと。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
論点(2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

論点(1) 
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資料Ａ（別紙） 

委 員 限 り

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「支出の状況が確認できなかったもの」とは 

支出の状況が確認できなかったものとは、政治資金監査実施要領の「Ⅳ．２．4.」に規定す

る書面監査では支出の状況が確認できなかったものをいい、政治資金監査報告書には、これら

の支出について会計責任者等に対するヒアリングを行った結果、なお支出の状況が確認できな

かったものを記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

6. 登録政治資金監査人は、政治資金監査報告書の作成において、記載例に加え、特に

記載する必要があると判断した事項がある場合は、政治資金適正化委員会に照会する

ものとすること。 

 

会計帳簿等の関係書類の記載方法について 

記載例（１）～（３）のいずれの例による場合でも、監査報告書中「２．監査の結果」は、

政治資金監査において確認した会計帳簿等の関係書類の保存の実態に応じ、以下に基づき記載

すること。 

・ 「２．監査の結果（１）」については、政治資金監査において保存されていることを確認

した書類の名称を記載すること。 

なお、当該国会議員関係政治団体の支出の状況により、政治資金規正法上、保存又は作

成する必要がなかった書類がある場合は、その旨を記載しても差し支えないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 「２．監査の結果（３）」については、政治資金監査において、当該書類に基づき収支報

告書に支出の状況が表示されていることを確認した書類の名称を記載すること。 

・ 「２．監査の結果（４）」については、領収書等を徴し難かった支出の明細書等が存在し

なかった場合には、その旨を記載すること。 

 

（削除） 

 

18. 政治資金監査報告書の業務制限は、登録政治資金監査人が法第１９条の１３第５項

に規定する一定の関係を国会議員関係政治団体と有していないことを記載するもの

であること。また、政治資金監査の業務を補助した使用人等についても、同様の関係

を有しない場合には、その旨を記載することが望ましいものであること。 

 

政治資金監査報告書の「業務制限」における使用人等の取扱い 

政治資金規正法は、登録政治資金監査人本人について業務制限を設けているのみであって、

政治資金監査業務を補助する使用人等については、何ら制限を設けていないところである。 

しかしながら、政治資金監査においては、「Ⅰ．３．政治資金監査の基本的性格」にあるよう

に、外部性の確保が重要であり、使用人等についても登録政治資金監査人が業務を制限される

場合と同様の関係を有しない場合は、その旨も明らかにすることにより、政治資金監査の外部

性がより明確に示されるものであるため、これを政治資金監査報告書に記載することが望まし

いとしたものである。 

 

19. 登録政治資金監査人は、政治資金監査報告書の作成において、記載例に加え、特に

記載する必要があると判断した事項がある場合は、政治資金適正化委員会に照会する

     こと。 

（例）領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書が存在しなかった場合 

（１）法第１９条の１３第２項第１号に規定する事項について、会計帳簿、明細書及び

領収書等が保存されていた。 

なお、政治資金監査の対象期間においては、○○○○（国会議員関係政治団体名）

に係る領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書を必要とする支出は

なく、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書は存在しなかった。
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資料Ａ（別紙） 

委 員 限 り

 

３．政治資金監査報告書記載例 

 

（１）監査事項について確認できないものがない場合 

 

 

政治資金監査報告書 

 

平成×年×月×日 

 

○○○○（国会議員関係政治団体名） 

代表 ○○ ○○ 殿 

登録政治資金監査人  ○ ○  ○ ○   ○印

登 録 番 号  第  × × × ×  号

研修修了年月日  平成×年×月×日  

 

１ 監査の概要 

（１）私は、政治資金規正法（以下「法」という。）第１９条の１３第１項の規定に基

づき、○○○○（国会議員関係政治団体名）の平成×年×月×日から平成×年×月

×日までの法第１２条第１項に規定する報告書（※１）     並びに当該報告

書に係る会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及

び振込明細書（以下「会計帳簿等の関係書類」という。）について、支出に関する

政治資金監査を行った。 

（２）この政治資金監査は、法第１９条の１３第２項に定めるところにより政治資金適

正化委員会が定める「政治資金監査に関する具体的な指針」（以下「政治資金監査

マニュアル」という。）に基づき行った。 

（３）私の責任は、外部性を有する第三者として、国会議員関係政治団体の会計責任者

の作成した会計帳簿等の関係書類について、政治資金監査マニュアルに基づき政治

資金監査を行った結果を報告することにある。 

（４）この政治資金監査は、○○○○（国会議員関係政治団体名）の主たる事務所（※

２）において行った。 

 

２ 監査の結果 

私が実施した政治資金監査の結果は、以下のとおりである。 

（１）法第１９条の１３第２項第１号に規定する事項について、会計帳簿、明細書、領

収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書が保存されてい

た。 

（２）法第１９条の１３第２項第２号に規定する事項について、会計帳簿には、当該国

会議員関係政治団体に係るその年における支出の状況が記載され、かつ、当該国会

 

２．政治資金監査報告書記載例 

 

（１）監査事項についてすべて確認できた  場合 

 

 

政治資金監査報告書 

 

平成×年×月×日 

 

○○○○（国会議員関係政治団体名） 

代表 ○○ ○○ 殿 

登録政治資金監査人  ○ ○  ○ ○   ○印

登 録 番 号  第  × × × ×  号

研修修了年月日  平成×年×月×日  

 

１ 監査の概要 

（１）私は、政治資金規正法（以下「法」という。）第１９条の１３第１項の規定に基

づき、○○○○（国会議員関係政治団体名）の平成×年に係る法第１２条第１項に

規定する報告書（※１）のすべての期間を対象として、当該報告書並びに当該報告

書に係る会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及

び振込明細書（以下「会計帳簿等の関係書類」という。）について、支出に関する

政治資金監査を行った。 

（２）この政治資金監査は、法第１９条の１３第２項に定めるところにより政治資金適

正化委員会が定める「政治資金監査に関する具体的な指針」（以下「政治資金監査

マニュアル」という。）に基づき行った。 

（３）私の責任は、外部性を有する第三者として、国会議員関係政治団体の会計責任者

の作成した会計帳簿等の関係書類について、政治資金監査マニュアルに基づき政治

資金監査を行った結果を報告することにある。 

（４）この政治資金監査は、○○○○（国会議員関係政治団体名）の主たる事務所（※

２）において行った。 

 

２ 監査の結果 

私が実施した政治資金監査の結果は、以下のとおりである。 

（１）法第１９条の１３第２項第１号に規定する事項について、会計帳簿、明細書、領

収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書が保存されてい

た。 

（２）法第１９条の１３第２項第２号に規定する事項について、会計帳簿には、当該国

会議員関係政治団体に係るその年における支出の状況が記載され、かつ、当該国会
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資料Ａ（別紙） 

委 員 限 り

議員関係政治団体の会計責任者が当該会計帳簿を備えていた。 

（３）法第１９条の１３第２項第３号に規定する事項について、法第１２条第１項に規

定する報告書（※１）は、会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった

支出の明細書等及び振込明細書に基づいて支出の状況が表示されていた。 

（４）法第１９条の１３第２項第４号に規定する事項について、領収書等を徴し難かっ

た支出の明細書等は、会計帳簿に基づいて記載されていた。 

 

３ 業務制限 

○○○○（国会議員関係政治団体名）と私との間には、法第１９条の１３第５項の

規定に違反する事実はない。 

また、○○○○（国会議員関係政治団体名）と政治資金監査の業務を補助した使用

人その他の従業者との間においても、同様である。 

以  上 

 

 

（※１）政治団体が解散等したときに提出する収支報告書の場合は、「法第１７条第１項

に規定する報告書」とすること。 

 

（※２）国会議員関係政治団体の主たる事務所と異なる場合は、その理由を明らかにした

上で政治資金監査の実施場所を特定すること。 

 

（注）政治資金監査を   事務所で行わないことができる例外としては、会計帳簿や

領収書等の紛失等の事故を防止するための十分な措置が講じられ、かつ、会計責

任者等に対するヒアリング等を通じて、経常経費を含む事務所の運営実態につい

て確認することができることを条件として以下の場合が考えられること。 

 

① 作業スペースの不足等やむを得ない事情により、円滑な政治資金監査の実施が困

難であると登録政治資金監査人が判断した場合 

② 同一の国会議員に係る複数の国会議員関係政治団体の政治資金監査を実施する

場合において、政治資金監査の効率的な実施のため、特定の事務所等に会計帳簿

等の関係書類を集めた上で、政治資金監査を行うことが適当であると登録政治資

金監査人が判断した場合 

 

 

 

 

 

 

 

議員関係政治団体の会計責任者が当該会計帳簿を備えていた。 

（３）法第１９条の１３第２項第３号に規定する事項について、法第１２条第１項に規

定する報告書（※１）は、会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった

支出の明細書等及び振込明細書に基づいて支出の状況が表示されていた。 

（４）法第１９条の１３第２項第４号に規定する事項について、領収書等を徴し難かっ

た支出の明細書等は、会計帳簿に基づいて記載されていた。 

 

３ 業務制限 

○○○○（国会議員関係政治団体名）と私との間には、法第１９条の１３第５項の

規定に違反する事実はない。 

また、○○○○（国会議員関係政治団体名）と政治資金監査の業務を補助した使用

人その他の従業者との間においても、同様である。 

以  上 

 

 

（※１）政治団体が解散等したときに提出する収支報告書の場合は、「法第１７条第１項

に規定する報告書」とすること。 

 

（※２）国会議員関係政治団体の主たる事務所と異なる場合は、その理由を明らかにした

上で政治資金監査の実施場所を特定すること。 

 

（注）政治資金監査を主たる事務所で行わないことができる例外としては、会計帳簿や

領収書等の紛失等の事故を防止するための十分な措置が講じられ、かつ、会計責

任者等に対するヒアリング等を通じて、経常経費を含む事務所の運営実態につい

て確認することができることを条件として以下の場合が考えられること。 

 

① 作業スペースの不足等やむを得ない事情により、円滑な政治資金監査の実施が困

難であると登録政治資金監査人が判断した場合 

② 同一の国会議員に係る複数の国会議員関係政治団体の政治資金監査を実施する

場合において、政治資金監査の効率的な実施のため、特定の事務所等に会計帳簿

等の関係書類を集めた上で、政治資金監査を行うことが適当であると登録政治資

金監査人が判断した場合 
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資料Ａ（別紙） 

委 員 限 り

 

（２）会計帳簿に記載不備がある場合 

 

 

政治資金監査報告書 

 

平成×年×月×日 

 

○○○○（国会議員関係政治団体名） 

代表 ○○ ○○ 殿 

登録政治資金監査人  ○ ○  ○ ○   ○印

登 録 番 号  第  × × × ×  号

研修修了年月日  平成×年×月×日   

 

１ 監査の概要 

（１）私は、政治資金規正法（以下「法」という。）第１９条の１３第１項の規定に基

づき、○○○○（国会議員関係政治団体名）の平成×年×月×日から平成×年×月

×日までの法第１２条第１項に規定する報告書（※１）     並びに当該報告

書に係る会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及

び振込明細書（以下「会計帳簿等の関係書類」という。）について、支出に関する

政治資金監査を行った。 

（２）この政治資金監査は、法第１９条の１３第２項に定めるところにより政治資金適

正化委員会が定める「政治資金監査に関する具体的な指針」（以下「政治資金監査

マニュアル」という。）に基づき行った。 

（３）私の責任は、外部性を有する第三者として、国会議員関係政治団体の会計責任者

の作成した会計帳簿等の関係書類について、政治資金監査マニュアルに基づき政治

資金監査を行った結果を報告することにある。 

（４）この政治資金監査は、○○○○（国会議員関係政治団体名）の主たる事務所（※

２）において行った。 

 

２ 監査の結果 

私が実施した政治資金監査の結果は、以下のとおりである。 

（１）法第１９条の１３第２項第１号に規定する事項について、会計帳簿、明細書、領

収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書が保存されてい

た。 

（２）法第１９条の１３第２項第２号に規定する事項について、会計帳簿には、○○（※

３）の記載不備が一部に見られたものの、当該国会議員関係政治団体に係るその年

における支出の状況が記載され、かつ、当該国会議員関係政治団体の会計責任者が

当該会計帳簿を備えていた。 

 
（２）会計帳簿に記載不備がある場合 

 

 

政治資金監査報告書 

 

平成×年×月×日 

 

○○○○（国会議員関係政治団体名） 

代表 ○○ ○○ 殿 

登録政治資金監査人  ○ ○  ○ ○   ○印

登 録 番 号  第  × × × ×  号

研修修了年月日  平成×年×月×日   

 

１ 監査の概要 

（１）私は、政治資金規正法（以下「法」という。）第１９条の１３第１項の規定に基

づき、○○○○（国会議員関係政治団体名）の平成×年に係る法第１２条第１項に

規定する報告書（※１）のすべての期間を対象として、当該報告書並びに当該報告

書に係る会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及

び振込明細書（以下「会計帳簿等の関係書類」という。）について、支出に関する

政治資金監査を行った。 

（２）この政治資金監査は、法第１９条の１３第２項に定めるところにより政治資金適

正化委員会が定める「政治資金監査に関する具体的な指針」（以下「政治資金監査

マニュアル」という。）に基づき行った。 

（３）私の責任は、外部性を有する第三者として、国会議員関係政治団体の会計責任者

の作成した会計帳簿等の関係書類について、政治資金監査マニュアルに基づき政治

資金監査を行った結果を報告することにある。 

（４）この政治資金監査は、○○○○（国会議員関係政治団体名）の主たる事務所（※

２）において行った。 

 

２ 監査の結果 

私が実施した政治資金監査の結果は、以下のとおりである。 

（１）法第１９条の１３第２項第１号に規定する事項について、会計帳簿、明細書、領

収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書が保存されてい

た。 

（２）法第１９条の１３第２項第２号に規定する事項について、会計帳簿には、○○（※

３）の記載不備が一部に見られたものの、当該国会議員関係政治団体に係るその年

における支出の状況が記載され、かつ、当該国会議員関係政治団体の会計責任者が

当該会計帳簿を備えていた。 
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資料Ａ（別紙） 

委 員 限 り

（３）法第１９条の１３第２項第３号に規定する事項について、法第１２条第１項に規

定する報告書（※１）は、会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった

支出の明細書等及び振込明細書に基づいて支出の状況が表示されていた。 

（４）法第１９条の１３第２項第４号に規定する事項について、領収書等を徴し難かっ

た支出の明細書等は、会計帳簿に基づいて記載されていた。 

 

３ 業務制限 

○○○○（国会議員関係政治団体名）と私との間には、法第１９条の１３第５項の

規定に違反する事実はない。 

また、○○○○（国会議員関係政治団体名）と政治資金監査の業務を補助した使用

人その他の従業者との間においても、同様である。   

                            以  上      

 

 

（※１）政治団体が解散等したときに提出する収支報告書の場合は、「法第１７条第１項

に規定する報告書」とすること。 

 

（※２）国会議員関係政治団体の主たる事務所と異なる場合は、その理由を明らかにした

上で政治資金監査の実施場所を特定すること。なお、政治資金監査を   事務

所で行わないことができる例外については、記載例（１）（※２）の（注）を参

照のこと。 

 

（※３）支出を受けた者の氏名及び住所並びにその支出の目的、金額及び年月日等の会計

帳簿の記載事項の種類を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）法第１９条の１３第２項第３号に規定する事項について、法第１２条第１項に規

定する報告書（※１）は、会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった

支出の明細書等及び振込明細書に基づいて支出の状況が表示されていた。 

（４）法第１９条の１３第２項第４号に規定する事項について、領収書等を徴し難かっ

た支出の明細書等は、会計帳簿に基づいて記載されていた。 

 

３ 業務制限 

○○○○（国会議員関係政治団体名）と私との間には、法第１９条の１３第５項の

規定に違反する事実はない。 

また、○○○○（国会議員関係政治団体名）と政治資金監査の業務を補助した使用

人その他の従業者との間においても、同様である。   

                            以  上      

 

 

（※１）政治団体が解散等したときに提出する収支報告書の場合は、「法第１７条第１項

に規定する報告書」とすること。 

 

（※２）国会議員関係政治団体の主たる事務所と異なる場合は、その理由を明らかにした

上で政治資金監査の実施場所を特定すること。なお、政治資金監査を主たる事務

所で行わないことができる例外については、記載例（１）（※２）の（注）を参

照のこと。 

 

（※３）支出を受けた者の氏名及び住所並びにその支出の目的、金額及び年月日等の会計

帳簿の記載事項の種類を記載すること。 
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資料Ａ（別紙） 

委 員 限 り

 

（３）領収書等の徴収漏れ又は亡失等がある場合 

 

 

政治資金監査報告書 

 

平成×年×月×日 

 

○○○○（国会議員関係政治団体名） 

代表 ○○ ○○ 殿 

登録政治資金監査人  ○ ○  ○ ○   ○印

登 録 番 号  第  × × × ×  号

研修修了年月日   平成×年×月×日  

 

 

１ 監査の概要 

（１）私は、政治資金規正法（以下「法」という。）第１９条の１３第１項の規定に基

づき、○○○○（国会議員関係政治団体名）の平成×年×月×日から平成×年×月

×日までの法第１２条第１項に規定する報告書（※１）     並びに当該報告

書に係る会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及

び振込明細書（以下「会計帳簿等の関係書類」という。）について、支出に関する

政治資金監査を行った。 

（２）この政治資金監査は、法第１９条の１３第２項に定めるところにより政治資金適

正化委員会が定める「政治資金監査に関する具体的な指針」（以下「政治資金監査

マニュアル」という。）に基づき行った。 

（３）私の責任は、外部性を有する第三者として、国会議員関係政治団体の会計責任者

の作成した会計帳簿等の関係書類について、政治資金監査マニュアルに基づき政治

資金監査を行った結果を報告することにある。 

（４）この政治資金監査は、○○○○（国会議員関係政治団体名）の主たる事務所（※

２）において行った。 

 

２ 監査の結果 

私が実施した政治資金監査の結果は、（別記）を除き、以下のとおりである。 

（１）法第１９条の１３第２項第１号に規定する事項について、会計帳簿、明細書、領

収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書が保存されてい

た。 

（２）法第１９条の１３第２項第２号に規定する事項について、会計帳簿には、当該国

会議員関係政治団体に係るその年における支出の状況が記載され、かつ、当該国会

議員関係政治団体の会計責任者が当該会計帳簿を備えていた。 

 

（３）領収書等の徴収漏れ又は亡失等がある場合 

 

 

政治資金監査報告書 

 

平成×年×月×日 

 

○○○○（国会議員関係政治団体名） 

代表 ○○ ○○ 殿 

登録政治資金監査人  ○ ○  ○ ○   ○印

登 録 番 号  第  × × × ×  号

研修修了年月日   平成×年×月×日  

 

 

１ 監査の概要 

（１）私は、政治資金規正法（以下「法」という。）第１９条の１３第１項の規定に基

づき、○○○○（国会議員関係政治団体名）の平成×年に係る法第１２条第１項に

規定する報告書（※１）のすべての期間を対象として、当該報告書並びに当該報告

書に係る会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及

び振込明細書（以下「会計帳簿等の関係書類」という。）について、支出に関する

政治資金監査を行った。 

（２）この政治資金監査は、法第１９条の１３第２項に定めるところにより政治資金適

正化委員会が定める「政治資金監査に関する具体的な指針」（以下「政治資金監査

マニュアル」という。）に基づき行った。 

（３）私の責任は、外部性を有する第三者として、国会議員関係政治団体の会計責任者

の作成した会計帳簿等の関係書類について、政治資金監査マニュアルに基づき政治

資金監査を行った結果を報告することにある。 

（４）この政治資金監査は、○○○○（国会議員関係政治団体名）の主たる事務所（※

２）において行った。 

 

２ 監査の結果 

私が実施した政治資金監査の結果は、（別記）を除き、以下のとおりである。 

（１）法第１９条の１３第２項第１号に規定する事項について、会計帳簿、明細書、領

収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等及び振込明細書が保存されてい

た。 

（２）法第１９条の１３第２項第２号に規定する事項について、会計帳簿には、当該国

会議員関係政治団体に係るその年における支出の状況が記載され、かつ、当該国会

議員関係政治団体の会計責任者が当該会計帳簿を備えていた。 
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資料Ａ（別紙） 

委 員 限 り

（３）法第１９条の１３第２項第３号に規定する事項について、法第１２条第１項に規

定する報告書（※１）は、会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった

支出の明細書等及び振込明細書に基づいて支出の状況が表示されていた。 

（４）法第１９条の１３第２項第４号に規定する事項について、領収書等を徴し難かっ

た支出の明細書等は、会計帳簿に基づいて記載されていた。 

 

（別記）（※３） 

 

（１）別添の「領収書等亡失等一覧表」 

（２）支出の状況を確認できる書類が存在しない人件費（×件、計××××円） 

（３）○○○○（国会議員関係政治団体名）に対して発行されたとは認められない名称

が領収書等のあて名に記載されていると判断されるもの 

（××月××日・××費・××××円） 

・ 領収書等のあて名に記載されていた名称 

○○○○○○ 

 

３ 業務制限 

○○○○（国会議員関係政治団体名）と私との間には、法第１９条の１３第５項の

規定に違反する事実はない。 

また、○○○○（国会議員関係政治団体名）と政治資金監査の業務を補助した使用

人その他の従業者との間においても、同様である。 

以  上 

 

 

（※１）政治団体が解散等したときに提出する収支報告書の場合は、「法第１７条第１項

に規定する報告書」とすること。 

 

（※２）国会議員関係政治団体の主たる事務所と異なる場合は、その理由を明らかにした

上で政治資金監査の実施場所を特定すること。なお、政治資金監査を   事務

所で行わないことができる例外については、記載例（１）（※２）の（注）を参

照のこと。 

 

（※３）（２）及び（３）については、該当するものがある場合に記載すること。記載例

に加え、特に記載する必要があると判断した事項がある場合には、政治資金適正

化委員会に照会すること。 

 

 

 

 

（３）法第１９条の１３第２項第３号に規定する事項について、法第１２条第１項に規

定する報告書（※１）は、会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった

支出の明細書等及び振込明細書に基づいて支出の状況が表示されていた。 

（４）法第１９条の１３第２項第４号に規定する事項について、領収書等を徴し難かっ

た支出の明細書等は、会計帳簿に基づいて記載されていた。 

 

（別記）（※３） 

 

（１）別添の「領収書等亡失等一覧表」 

（２）支出の状況を確認できる書類が存在しない人件費（×件、計××××円） 

（３）○○○○（国会議員関係政治団体名）に対して発行されたとは認められない名称

が領収書等のあて名に記載されていると判断されるもの 

（××月××日・××費・××××円） 

・ 領収書等のあて名に記載されていた名称 

○○○○○○ 

 

３ 業務制限 

○○○○（国会議員関係政治団体名）と私との間には、法第１９条の１３第５項の

規定に違反する事実はない。 

また、○○○○（国会議員関係政治団体名）と政治資金監査の業務を補助した使用

人その他の従業者との間においても、同様である。 

以  上 

 

 

（※１）政治団体が解散等したときに提出する収支報告書の場合は、「法第１７条第１項

に規定する報告書」とすること。 

 

（※２）国会議員関係政治団体の主たる事務所と異なる場合は、その理由を明らかにした

上で政治資金監査の実施場所を特定すること。なお、政治資金監査を主たる事務

所で行わないことができる例外については、記載例（１）（※２）の（注）を参

照のこと。 

 

（※３）（２）及び（３）については、該当するものがある場合に記載すること。記載例

に加え、特に記載する必要があると判断した事項がある場合には、政治資金適正

化委員会に照会すること。 
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資料Ａ（別紙） 

委 員 限 り

 

 

（別添） 

領収書等亡失等一覧表 

支出の目的 
金  額 年月日 備     考 

項  目 摘  要 

何  々     

 １ 何々 5,000 ○. 1. 1  

 ２ 何々 50,000 〃. 3. 1 Ａ山一郎・東京都○○区○○町○○番地

     

     

     

     

     

     

     

     

 

※ 本表は、国会議員関係政治団体において作成され、登録政治資金監査人に対して提

出されたものである。 

----------------------------------------------------------------------- 

（備考） 

１ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

２ 会計帳簿に記載された支出のうち、領収書等の徴収漏れ又は亡失により、領収書等

がない                       支出（人件費以外の経費の

支出に限る。）を記載すること。 

３ 収支報告書に記載すべき支出（国会議員関係政治団体である間に行った支出にあっ

ては人件費以外の経費で１件１万円を超える支出）にあっては、当該支出を受けた者

の氏名及び住所を「備考」欄に記載すること。 

４ 会計責任者等が特に必要と判断する場合には、領収書等を徴収漏れ又は亡失した事

情を「備考」欄に記載することができる。ただし、当該事情については、政治資金監

査の対象とならないことに留意すること。 

 

（別添） 

領収書等亡失等一覧表 

支出の目的 
金  額 年月日 備     考 

項  目 摘  要 

何  々    

 １ 何々 5,000 ○. 1. 1  

 ２ 何々 50,000 〃. 3. 1 Ａ山一郎・東京都○○区○○町○○番地 

    

    

    

    

    

    

    

    

 

※ 本表は、国会議員関係政治団体において作成され、登録政治資金監査人に対して提

出されたものである。 

----------------------------------------------------------------------- 

（備考） 

１ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

２ 会計帳簿に記載された支出のうち、領収書等又は振込明細書が存在せず、また、領

収書等を徴し難かった支出の明細書にも記載されない支出（人件費以外の経費の支出

に限る。）を記載すること。 

３ 収支報告書に記載すべき支出（国会議員関係政治団体である間に行った支出にあっ

ては人件費以外の経費で１件１万円を超える支出）にあっては、当該支出を受けた者

の氏名及び住所を「備考」欄に記載すること。 

４ 会計責任者等が特に必要と判断する場合には、領収書等を徴収漏れ又は亡失した事

情を「備考」欄に記載することができる。ただし、当該事情については、政治資金監

査の対象とならないことに留意すること。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
論点(1) 


